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製薬協国際委員会グローバルヘルス部会では、日本における薬剤耐性（Antimicrobial Resistance、AMR）に対する新
規抗菌薬開発を促進する施策の実現に向けて、AMRにかかわる諸問題と対策について広く国民のみなさんにご理解い
ただくための活動に取り組んでいます。2023年6月28日、ベルサール東京日本橋（東京都中央区）にて「製薬協メディア
フォーラム」を開催しました。当日は会場、オンライン参加を併せて、15社19名のメディア関係者の参加がありました。

はじめに
　2023年4月に内閣官房（国際的に脅威となる感染症対策の強化のための国際連携等関係閣僚会議）から「薬剤耐性（AMR）
対策アクションプラン（2023-2027）」が発表されました。これは2016年に発表されたAMR対策アクションプラン（2016-2020）
に続くものです。
　今回開催した「製薬協メディアフォーラム」では、アクションプランの改定を取りまとめた内閣官房新型コロナウイルス等感
染症対策推進室内閣審議官の大西友弘氏、感染症学の第一人者である東京大学医科学研究所・先端医療研究センター教授
の四柳宏氏、製薬協国際委員会感染症グループの有吉祐亮リーダーによる、今回のアクションプランの「改訂のポイント」「医
療従事者の視点」および「製薬企業の視点」についての講演を行いました。その後のパネルディスカッションでは、製薬協国
際委員会の俵木保典委員をファシリテーターとし、アクションプランの目標の一つでもある国民への啓発や普及について活
発な議論が交わされました。本フォーラムを通じて、今後のAMRに関する必要な対策や産学官の連携、国際連携の必要性
等について、メディアの方々に理解を深めていただきました。

講演の様子

    2023年9月号　No.217
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「製薬協メディアフォーラム」を開催
薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン2023-2027 —そのポイントと今後の対応—
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■  講演1
薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン改訂のポイント
内閣官房 新型コロナウイルス等感染症対策推進室 内閣審議官　大西 友弘 氏

　本講演では、2023年度公開された薬剤耐性（AMR）対策アクションプランの改訂の
ポイントについて解説がありました（図1）。2023年5月に日本で開催されたG7広島サ
ミット2023における、G7長崎保健大臣宣言やG7広島首脳コミュニケにおいてもAMR
対策が明記され、首脳レベルでもAMRが大きな問題の一つとして認識されている点も
指摘されました。

　新しいアクションプランでの新規・強化の取り組みは次のようになります（図2）。まず、医療の分野では、「院内感染対策
サーベイランス事業（JANIS）」と「感染対策連携共通プラットフォーム(J-SIPHE)」の強化が挙げられました。2つ目は、畜産分
野に加えて、養殖水産分野および愛玩動物分野の薬剤耐性動向調査を強化し、併せて感染予防・管理の観点から家畜用、
養殖水産動物用および愛玩動物用のワクチンや免疫賦活剤等の開発・実用化の推進を計画していることが挙げられました。3
つ目は、「抗微生物薬適正使用の手引き」の更新で、内容の充実および臨床現場での活用の推進を図ることが挙げられまし
た。最後に、「抗菌薬確保支援事業」による新たな抗微生物薬に対する市場インセンティブ（プル型インセンティブ）の仕組み
の導入で、上市後の抗微生物薬による収入額が一定額に満たない場合、その差額を国が支援することを検討している旨が
紹介されました。

薬薬剤剤耐耐性性（（AAMMRR））対対策策アアククシショョンンププラランンととはは
薬薬剤剤耐耐性性対対策策

〇 抗微生物薬への耐性（薬が効かないまたは効きにくい）を持った細菌やウイルスが増えると、感染

症の治療が困難になる

○ 1980年代以降、人に対する抗微生物薬の不適切な使用等を背景として、薬剤耐性菌が世界中で増加

○ 何も対策を取らない場合、2050年までに全世界における死者数は1,000万人（現在のがんによる死亡

者数を超える）、2050年の世界のＧＤＰは2017年比で3.8％減少と推定。

我が国でも、2019年の国内調査において、メチシリン耐性黄色ブドウ球菌(MRSA)及びフルオロキノロ

ン耐性大腸菌(FQREC)の菌血症による2017年の年間死亡者数が8,000人を超えると推定。

薬薬剤剤耐耐性性（（ＡＡｎｎｔｔｉｉｍｍｉｉｃｃｒｒｏｏｂｂｉｉａａｌｌ ＲＲｅｅｓｓｉｉｓｓｔｔａａｎｎｃｃｅｅ））のの脅脅威威

○ 2015年5月のＷＨＯ総会で「薬剤耐性に関する国際行動計画(Global action plan on antimicrobial

resistance)」を採択。加盟国へ２年以内の国家行動計画の策定を求める

〇 我が国は2016年4月、「国際的に脅威となる感染症対策関係閣僚会議」において「薬剤耐性(ＡＭＲ)

対策アクションプラン(2016-2020)」を決定

〇 コロナ禍の影響で同アクションプランの計画期間を2022年度末まで延長の後、22002233年年44月月、「国際的

に脅威となる感染症対策の強化のための国際連携等関係閣僚会議」において「薬薬剤剤耐耐性性((ＡＡＭＭＲＲ))対対策策アア

ククシショョンンププラランン((22002233--22002277))」を決定

国国際際社社会会とと我我がが国国ににおおけけるる対対応応

図1　薬剤耐性（AMR）対策アクションプランとは

「 製 薬 協メディアフォーラム」を 開 催
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■  講演2
医療従事者の視点から
東京大学医科学研究所・先端医療研究センター 教授　四柳 宏 氏

　本講演では、アクションプランで設定された6分野の目標の中で、特に医療従事者
との関係が深い、感染予防・管理、ならびに抗微生物薬の適正使用について幅広い視
点から説明がありました。予防や管理の観点では微生物叢［1］がヒトだけでなく、動
物や環境とも共有されており、特に家畜において生じた耐性菌は食肉や卵、乳製品等
を介してヒトの体内にもち込まれることから、ヒトのみならず、家畜を含む動物や環境
も含めたワンヘルスとしての対策の必要性が紹介されました。抗菌薬の投与により細
菌叢［1］のバランスは容易に崩れ、かつ元に戻るには時間を要することが理解されま
した（図3）。

主主なな新新規規・・強強化化取取組組事事項項等等
薬薬剤剤耐耐性性対対策策

＜目標２ 動向調査・監視＞

・「院内感染対策サーベイランス事業(ＪＡＮＩＳ)」の強化

・「感染対策連携共通プラットフォーム(Ｊ－ＳＩＰＨＥ)」の強化

・畜産分野に加え、養殖水産分野及び愛玩動物分野の薬剤耐性動向調査の充実

・畜産分野の動物用抗菌剤の農場ごとの使用量を把握するための体制を新たに確立

・薬剤耐性菌に関する環境中の水、土壌中における存在状況及び健康影響等に関する情報の収集

・環境中における抗微生物剤の残留状況に関する基礎情報の収集

＜目標３ 感染予防・管理＞

・家畜用、養殖水産動物用及び愛玩動物用のワクチンや免疫賦活剤等の開発・実⽤化の推進

＜目標４ 抗微生物剤の適正使用＞

・「抗微生物薬適正使用の手引き」の更新、内容の充実及び臨床現場での活用の推進

＜目標５ 研究開発・創薬＞

・「抗菌薬確保支援事業」による新たな抗微生物薬に対する市場インセンティブの仕組みの導入

図2　主な新規・強化取組事項等

［1］ 微生物叢（びせいぶつそう）、細菌叢（さいきんそう）：生きた微生物、細菌の集合

「 製 薬 協メディアフォーラム」を 開 催
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　適正使用の観点からは、その重要性がまだ十分に理解されていないとして「抗微生物薬適正使用の手引き」において医療
の最前線の診療の場において抗菌薬使用の判断が短時間で行えるよう、また患者さんやご家族への説明に使用できるよう、
フローチャートが準備されていること等の紹介がありました（図4）。また、適正使用が続いていても一定の頻度で耐性は生じ
ることから、新たな抗菌薬が必ず必要になるとして、通常のビジネスモデルに当てはまらない抗菌薬の領域には財政支援が
必要であり、世界的な課題として開発に必要なインセンティブの支援を各国で協力して負担していくfair shareの重要性等が
述べられました。

J Antimicrob Chemother, Volume 74, Issue 3, March 2019, Pages 782–786, https://doi.org/10.1093/jac/dky471

上は細菌の門、下は種別に見たものです。抗菌薬投与９日、49日でそれぞれ特有の変化が認められます。

広域抗菌薬(vancomycin, ciprofloxacin,  metronidazole)を
１週間投与した場合の腸内細菌叢変化

図3　広域抗菌薬を1週間投与した場合の腸内細菌叢変化

“抗微生物薬適正使用の手引き

第二版ダイジェスト版（2020年）

• 抗菌薬の適応のない患者さんに抗菌
薬が処方されるのは短時間で判断に
迫られる外来の場が多いです。

• こうした場合に抗菌薬を適正に投与
する助けになるよう、頻度の高い急
性気道感染症、急性下痢症に関して
抗菌薬の必要性をフローチャートで
示したものです。

• 今後尿路感染症などにも対象が進む
こと、このダイジェスト版が診療現
場で活⽤されることが期待されます。

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000647501.pdf

図4　抗微生物薬適正使用の手引き

「 製 薬 協メディアフォーラム」を 開 催
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■  講演3
製薬企業の視点から
製薬協 国際委員会 感染症グループ　有吉 祐亮リーダー

　本講演では、アクションプランで設定された6分野の目標の中で製薬企業に関連の
深い、研究開発・創薬促進、国際協力に関して説明がありました。
　研究開発・創薬促進では、産学官連携の推進について、AMRを含む感染症に特化
した取り組み事例の紹介と、製薬協全体の活動である政策提言2023の取り組みを説明
し、産学官連携の重要性について示しました。世界各国で耐性菌の脅威への対策が
迫られている中、製薬企業が新しい抗菌薬の開発に投資できない理由について、抗
菌薬領域における市場メカニズムの課題を説明され、プル型インセンティブ「抗菌薬
確保支援事業」に対して、適正使用と開発促進のどちらの側面も満たす制度となるよう
検討を進めてほしいと期待を述べました（図5）。

　国際協力では、製薬産業界として発信したG7広島サミット保健アジェンダに関する提言の骨子と、製薬業界等により設立
されたAMRアクションファンドや個社の国際連携の取り組み事例の紹介がありました（図6)。社会的責任や使命を果たすにも
本業の創薬が安定していることが不可欠であり、研究開発費の確保が生命線であることを踏まえ、制度設計等を含めて産学
官の連携により、この大きな社会課題に対峙したいと述べました。

抗菌薬は抗菌薬は市場メカニズムに課題市場メカニズムに課題があり、新規抗菌薬の創製が困難

新規抗菌薬

市場が小さく事業収益性
が著しく低い

抗菌薬領域から撤退
研究開発力が低下
抗菌薬領域から撤退

耐性菌の発生を抑制するため
使用量が制限適正使用

・手術・ガン化学療法等の制限
・耐性菌による死亡 等

新規抗菌薬が
生まれない

新規抗菌薬創製の
“負”のサイクル

供給困難

不適正使用

市場が小さく事業収益性

++ 低薬価

図5　抗菌薬は市場メカニズムに課題があり、新規抗菌薬の創製が困難
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■  パネルディスカッション
ファシリテーター：製薬協 国際委員会　俵木 保典 委員

　本セッションでは、産学官に共通するアクションプランの目標である普及啓発・教育について、講師3名を交えて議論しま
した。これまで新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のパンデミックの影響でさまざまな制限がありましたが、2023年は政
府が定める11月のAMR対策推進月間にイベント等を行い、産学官が連携して取り組むことで国民の理解が進むことへの期待
が確認されました。
　医療の現場では各医療機関で医療チームとして対応にあたることの重要性や、学会としてはさまざまな手引きの作成を進
めていくことの必要性等が指摘されました。また、今般のCOVID-19の治療において、医療現場での抗菌薬の適正使用を実
践してきたことも重要な経験として、今後に活かすことができます。AMRの認知度を今いっそう上げるためには、COVID-19
を機に高まっている感染症への関心が維持されている今のうちに、農家、畜産関係者等を含め、広い裾野の人々を対象と
するアプローチに加え、特定層に絞ってアプローチすることが有効だと思われます。一般の方々への普及に関するメディア
の役割への期待も共有されました。
　質疑では、抗菌薬の適正使用が進んでいるにもかかわらず、耐性菌が必ずしも減少していないことを背景に、医療機関
のみでの対策では不十分であり、動物や環境を含めた幅広い対策の必要性、さらには日本の対策だけでは意味がなく、グ
ローバルに取り組むことの重要性等が確認されました。

国際連携国際連携 製薬企業の取組み①

 2020年7月に設立
 世界の製薬企業20社以上から、約10億ドルの出資

（日本からはエーザイ、塩野義製薬、第一三共、武田薬品工
業、中外製薬が参加）

 WHO、欧州投資銀行、ウェルカム・トラスト等の業界外
の支援も得た、製薬業界主導型の共同プラットフォーム

 ベンチャー企業等に対し、投資および専門知識の提供を
行い、今後10年間で2～4品目の新規抗菌薬の上市
を目指す

 業界主導のプッシュインセンティブとして、
AAMMRR AAccttiioonn FFuunnddを設立
薬剤耐性菌に対応する新規抗菌薬の製
品化を目指し22002200年に設立

AAMMRR AAccttiioonn FFuunnddとは

 AMR Industry Allianceを通じたマル
チセクターの活動
薬剤耐性に対する包括的な対処について
の国連からの要請に対し2017年に設立

 薬剤耐性の問題に取り組み持続的なソリューションを提
供するため設立して最大規模の民間連合

 IFPMAが事務局となり100以上のバイオテクノロジー、
診断薬、ジェネリック医薬品、研究開発型の製薬企業や
協会が参加

 研究開発から生産・アクセスの問題に包括的に取り組む

AAMMRR IInndduussttrryy AAlllliiaanncceeとは

https://www.bing.com/search?q=AMR+Industry+Alliance%0D%0A&qs=ds&form=QBRE https://www.amractionfund.com/

IFPMA：International Federation of Pharmaceutical Manufacturers & Associations

図6　国際連携　製薬企業の取り組み
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結び
　COVID-19のパンデミックを機に感染症に対する関心が高まり、適切な新薬が開発される環境や準備を進めておくことの重
要性等の理解が進みましたが、危機感が薄らぎつつある今こそ、サイレントパンデミックともいわれるAMRへの対策の重要
性を改めて訴えていく必要があります。
　製薬協では、一般の方々も含め、AMR対策の普及啓発を目的とした活動を幅広く行うとともに、企業の抗菌薬の研究開
発への投資を促すために必須であるプル型インセンティブの付与、国際的枠組みの制度整備等、AMR問題への取り組み強
化を国に対して求めるアドボカシーを行ってまいりました。アクションプランが発表されたのを機に、今回のセミナーを通じ
て、メディアの方々には、AMR問題の背景と現状、感染症の最終的な武器となる新規抗菌薬の開発の必要性等、幅広い課
題について広くご理解いただくことができたと考えます。われわれは、今後もグローバルな包括的視野をもちつつ、本課題
への取り組み強化に向けて、さまざまな活動を産学官で連携して進めていきます。

（国際委員会 グローバルヘルス部会　渡辺 剛史、酒井 俊明、中野 今日子）

パネルディスカッションの様子

「 製 薬 協メディアフォーラム」を 開 催
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